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新たな沖縄振興計画期間中における
沖縄振興開発金融公庫の役割について
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Ｓ47～Ｈ14
「本土との格差是正」

Ｈ14～Ｈ24
「民間主導の自立型経済の構築」

沖縄公庫の今後１０年間の役割（たたき台）

沖縄振興策等の主な方向性

県の自主性・自律性

県自ら計画策定

一括交付金制度の創設

沖縄公庫の果たしてきた役割
・社会資本整備の促進
・リーディング産業の育成
・中小零細企業の支援
・農林水産業の振興
・離島振興 など

（必要に応じ独自制度を活用）

新たな振興策の方向性を踏まえた公庫の果た
すべき役割

・沖縄の優位性を生かした新たな産業の育
成・支援

観光の振興
情報通信産業の振興
産業高度化・事業革新の促進
国際物流拠点産業の集積

・駐留軍用地跡地利用の促進
・産業の振興に係る人材育成 など

前提
政策金融は、民間金融の補完

Ｈ24～Ｈ34
「沖縄の優位性を生かした民間主導
の自立型経済の発展」
「万国津梁としての沖縄」
「我が国のフロンティアとしての沖縄」









沖縄振興（開発）計画と沖縄公庫

■沖縄振興計画
(平成14年度～平成23年度)

「民間主導の自立型経済の構築」

■第３次沖縄振興開発計画
(平成4年度～平成13年度)

「自立化を目指した
特色ある産業の振興」

■第２次沖縄振興開発計画
(昭和57年度～平成3年度)

「本土との格差の是正」

■第１次沖縄振興開発計画

（昭和47年度～昭和56年度）

「本土との格差の早急な是正」

『車の両輪』 として沖縄振興を推進

財政支出（国） 公庫資金（融資額）

１．３兆円

２．２兆円

３．２兆円

２．７兆円

０．９兆円

２．３兆円

１．３兆円

１．０兆円

【２２年度末までの累計 ５．６兆円】【２４年度当初予算（案）までの累計 ９．７兆円】

（２２年度末までの実績）

沖縄振興開発事業

《国等による公共投資》

沖縄公庫の政策金融

《民間投資の金融支援》

沖縄振興

■24年度以降の新たな沖縄振興策
(平成24年度～平成33年度)

「沖縄の優位性を生かした民間主導の自立型経済の発展」
「21世紀の「万国津梁」の形成」

平成24年度沖縄振興予算（案）：2,937億円 平成24年度沖縄公庫事業計画
予算（案）：1,430億円





融資：2,418件・約996億円（H14～22）
ホテル・宿泊業

⇒公庫融資54施設・6,893室（H14～22）

観光拠点施設（レクリエーション施設など）
⇒50件・685億円（H14～22）

上記のほか観光振興に資するインフラ整備
⇒空港旅客ﾀｰﾐﾅﾙ、モノレール等

沖縄振興開発金融公庫による主な実績等

【情報通信】
融資：114件・約40億円（H14～22）

沖縄IT津梁パークの開所に対応した独自制度を創設（H21）

IT関連ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業等の創出・育成支援

【自由貿易地域等特定地域振興貸付】
融資：150件・約194億円（H14～22）

自由貿易地域那覇地区の入居15社のうち9社（60％）に融資

特別自由貿易地域の立地企業26社のうち11社（42％）に融資

担保特例を活用し誘致を促進（実績：5件・9億円）

融資：4,014件・約534億円（H14～22）

出資： 43件・約11億円（H14～22）
沖縄の地域特性を生かした沖縄発の事業展開を支援

雇用創出効果（累計）
⇒融資：7,273人（H14～22） ⇒出資：748人（H14～22）

融資：782件・約248億円（H14～22）

旅行先満足度項目別ﾗﾝｷﾝｸﾞ

（じゃらん調査）

<魅力的な宿泊施設が多かった>

１位 大分県 63.4％

２位 沖縄県 56.3％

３位 千葉県 51.4％

平均 40.6％

観光振興 産業振興

新規事業創出離島振興

・IT関連企業誘致数
H14：52社 ⇒ H22：216社

・IT関連雇用者数
H14：4,899人⇒H22：20,212人

離島における民間金融を補完

〔離島地域の事業所浸透率〕
離島地域：43.3％⇔沖縄平均：28.6％

〔開業時の資金調達構成〕
離島地域：66.6％ ⇔沖縄平均：57.3％

主な融資制度の実績（H14～22）
沖縄離島振興貸付（旧制度含む）

775件・約196億円
雇用効果（見込み）：690人

注：事業所浸透率とは、事業所・企業統計の事業所数に占める顧客数の割合
資料：沖縄公庫、総務省『平成18年事業所・企業統計調査』
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資料：沖縄公庫 新規開業者向けアンケート調査
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沖縄振興開発金融公庫沖縄振興開発金融公庫

本土並び制度

沖縄公庫の融資制度の概要

（株）日本政策金融公庫

本

土

沖縄公庫は、本土公庫（日本政策金融公庫
等）と同様の融資制度の外、沖縄の特性に応
じた独自の融資制度を設けています。
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沖縄公庫の出融資の実績（平成１４～２2年度）
○沖縄公庫総出融資額
・融資額 約１兆１８７円 ・出資額 約17億円

○うち独自制度（２９制度）による出・融資額
・融資額 約4,216億円 ・出資額 約17億円

（沖縄観光・国際交流拠点整備等）

（電気、ガス、海運、航空機、沖縄自立経済社会資本整備等）

（沖縄創業者支援、沖縄新事業創出促進出資）

自立型経済の構築に向けた基盤の整備（８制度）

リーディング産業の振興（３制度）

沖縄の魅力や優位性を生かした新産業創出（２制度）

亜熱帯性気候等を生かした農林水産業振興（５制度）

地域を支える中小企業振興等（２制度）

雇用対策と多様な人材の確保（３制度）

離島における定住条件の整備、特色を生かした産業
振興と新たな展開（３制度）

（沖縄農林漁業経営改善、製糖企業等資金等）

（沖縄中小企業経営向上促進、沖縄特産品振興）

（沖縄雇用・経営基盤強化、雇用促進低利、沖縄人材育成）

（離島・過疎地域、沖縄離島振興）

上記分類は、沖縄２１世紀ビジョン基本計画（仮称）（案）の項目に合わせて分類。上記の他、独自制度が４
制度ある。また、同計画の「世界水準の観光リゾート地の形成」、「情報通信関連産業の高度化・多様化」及
び「アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成」を合わせて「リーディング産業の振興」とした。

約2,361億円

約917億円

約545億円

約81億円

約115億円

約197億円


